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図１ 秋田県の農家戸数の推移      図２ 秋田県の集落営農、集落営農法人数の推移 
資料・農林水産省「世界農林業センサス、農業センサス」      資料・左に同じ 
・秋田県「秋田県統計書」 
  ・農林水産省 東北農政局「H30 集落営農実態調査 (東北)」 
1)。すなわち、1995 年に 88,513 戸あった農家は 2015 年には 37,810 戸へと、20 年で 50,703 戸が減少
した(2015 年は 19995 年の 57.8％の水準)。 
こうした農家戸数の減少・高齢化と個別営農の限界に対し、集落営農や集落営農法人を設立し、地域
維持を図ろうとする動きがみられる。県内の集落営農数は、2005 年から 2009 年の間に 335 件から 721
件まで増加し、その後も緩やかに増加している。また、集落営農を法人化した集落営農法人数も、2005































 赤田ファームの経営面積は 48ha、東光ファームは 20ha であり、どちらも水稲主体の経営である。両
法人ともに、農地は個人が所有しそれぞれのファームに貸与する方式がとられる（両法人は自らは農地
を持たない）。 一方、かさい農産は 4.9ha とより小規模である。これは、野菜作がメインとなること
による。かさい農産では、耕作放棄地が出ないよう離農農地を集積し、規模拡大を図っている。かさい
農産の農地の 1/2 は所有地、1/2 は借地である。 
②労働力 
労働力について、赤田ファームでは、構成員 13 名中、8名が農業に従事する。残り 5名は土地のみの
提供者である。東光ファームでも、構成員 10 名中 9 名が農業に従事し、他の 1 名は土地のみの提供者
である。構成員は、いずれも元々地区の農家であった。従事者は高齢化してきており、世代交代が必要















法人名 赤田ファーム 東光ファーム かさい農産 



















パート含む従業員 29 名 
他に A型事業所 
販売先 JA JA、地域の直売所 コープいわて 
























法 人 名 赤田ファーム 東光ファーム かさい農産 
設 立 年 2014 年 1月 22 日 2015 年 2003 年 12 月 18 日 



































写真１ 赤田地区での聞き取り調査       写真２ かさい農産での従業員聞き取り調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 産直商品の購買傾向(店頭調査) 
 
５.結論 
 本研究では、集落営農法人と地域ベース型法人の比較を行った。人口減少や少子高齢化が進むのに伴
い、集落営農法人の数は増えてきている。事例では、集落営農法人の設立目的は、地域の農地維持にあ
り、基盤整備の下で効率的な農業が目指されていた。ただし、構成員以外の外部からの雇用者はなく、
住民等とのかかわりは少ないように思われた。一方、地域ベース型法人では、法人の目的は地域貢献と
され、外部の人たちに雇用の場を提供すると同時に、地域が必要とする事業が行われていた。また、農
産物は地元を中心に流通する体制が構築され、高価格でも選んで購入してもらえるなど、住民の支持を
得ているようにも思われた。今後、集落営農法人が地域の持続的展開に貢献していくためには、法人内
部の効率を高めると同時に、地域住民を交えた戦略の検討や事業展開、地元流通への取り組み、住民と
の積極的な交流機会設定も意識する必要があると思われる。なお、本研究では、各法人や関係の皆様の
ほか、アグリビジネス学科の上級生の皆様の支援を厚く受けました。感謝してお礼を申し上げます。 
 
かさい農産による産直の取り組みが市民にどのように
意識されているか、いわて生協の地元店舗（一関コルザ）
で来店者に聞き取りを行った。ここでは、産直商品は、
通常の商品より高価格設定されているにもかかわらず、
「産直商品を買うようにしている」との回答が 65%を占
め、産直は市民からも支持されているとみられた。 
